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１ 策定趣旨 

 

 

近年，核家族化や少子化等を背景に，子育てに対する価値観の多様化や地域のつな

がりの希薄化等もあり，子育てに不安を抱える保護者が増加しています。また，共働

き世帯の増加，就労形態の多様化により，保育ニーズが増加するなど，子どもを取り

巻く環境は大きく変化しています。 

 

そのような中，国は子どもを安心して,産み育てられる環境をつくるため，平成 

２７年４月に子育て関連３法などが本格施行し，子ども・子育て支援新制度において，

地域の子ども・子育て支援の充実や，質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提

供を目的に，保護者の就労に関わらず子どもを預けることができる幼稚園と保育所の

機能をあわせ持った「認定こども園」の普及を推進しています。 

 

本市においても，少子化に伴い就学前施設の園児数は減少傾向にあり，多様化する

教育・保育ニーズへの対応，老朽化した施設の改修等の課題に対処するため，平成  

２３年に「竹原市幼児教育・保育あり方検討委員会」を設置して，幼児教育・保育の

あり方について総合的な検討を行うとともに，公立就学前施設の規模と配置のあり方

について諮問し審議を行い，平成２４年に答申を受けました。 

さらに，平成２７年３月に「竹原市子ども・子育て支援事業計画」を策定し，「安

心の子育てを，みんなで支えるまち 竹原」の基本理念のもと，各種施策を推進して

おり，重点プロジェクトとして，「教育・保育施設の適正化に向けて取り組みます」，

「人間性豊かな幼児教育を進めます」と定めています。 

 

この度，「竹原市幼児教育・保育あり方委員会」の答申を踏まえつつ，重点プロジ

ェクトを具現化し，子どもの健やかな成長とすべての子どもに質の高い就学前教育・

保育を提供することを目的として，「竹原市就学前教育・保育に関する基本方針」を

定めます。 
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２ 就学前教育・保育の現状 

⑴ 就学前子どもの数の推移 
 

竹原市の就学前子どもの数は，平成１９年の１，２３０人から年々減少を続け,

平成２９年では８４２人（３８８人【３１．５％】の減）となり，今後も減少する

ことが予想されます。 

また，中学校区別に子どもの数の推移をみると，いずれの校区も減少傾向にあり,

中でも竹原中学校区の減少が大きくなっています。 

 
 

 

※ 住民基本台帳人口（各年 3月 31 日）。推計人口は実人口の減少率を参考とした。 
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⑵ 就学前施設（保育所・幼稚園・認定こども園）の設置状況 
 

市内には，公立施設７か所，私立施設６か所の合計１３施設があります（休園中

の施設を除く）。 

公立施設は，保育所が６園，幼稚園が１園あり，私立施設には，幼稚園が１園と

認定こども園※1が５園あります。 

※１ 平成２７年４月から保育所４園が認定こども園に移行 

 

 

 

 

教育・保育提供区域（中学校区）※2の設置状況 

 保育所：６箇所 幼稚園：２箇所 認定こども園：５箇所 

吉名中学校区 公立１ － － 

竹原中学校区 公立４ 公立１ 私立２ 

賀茂川中学校区 公立１ － 私立１ 

忠海中学校区 － 私立１ 私立２ 

 （休園中の施設を除く）   

  ※２ 平成２７年３月に策定した「竹原市子ども・子育て支援事業計画」において，保育所や幼稚園の配置状

況や子どもの人数を勘案し，市域を中学校区の４区域に分けた教育・保育提供区域を設定しています。 
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⑶ 園児数と定員 
 

保育所，幼稚園及び，認定こども園に通う子ども（以下，「園児」という。）は， 

平成２８年７月１日現在６７８人で，市全体の就学前子ども数の７５％が就学前施

設に入所しています。施設別の入所割合をみると，保育所が３７．６％，幼稚園が

８．３％，認定こども園が５４．１％となっています。 

利用定員は，保育所が４０５人，幼稚園が１２０人，認定こども園が３８０人の

合計９０５人となっており,利用定員に対する充足率をみると，保育所は平均６３．

０％，幼稚園は平均４６．７％，認定こども園は平均９６．６％となっています。 

 

 表１ 保育所・幼稚園等の園児数・定員 

         

平成２８年７月１日現在 

種

別 
施設名称 

年齢別園児数 全園 

児数 

利用 

定員 

利用定員

充足率（％） 

施設別入所

割合（％） ０才 １才 ２才 ３才 ４才 ５才 

市 

吉名保育所 5 11 7 12 17 10 62 90 68.9   

大井保育所 0 0 1 4 5 5 15 40 37.5   

竹原西保育所 1 8 6 8 13 11 47 90 52.2   

竹原保育所 2 6 8 11 15 14 56 80 70.0   

中通保育所 2 8 8 12 14 13 57 60 95.0   

東野保育所 0 1 4 4 4 5 18 45 40.0   

保育所計 ① 78 177 255 405 63.0 37.6 

市 竹原西幼稚園 - - - 12 16 17 45 100 45.0   

私 聖愛幼稚園 - - - 3 3 5 11 20 55.0   

幼稚園計 ② － 56 56 120 46.7 8.3 

私 

中央こども園 
１号 - - 1 21 19 18 59 75 78.7   

２･３号 6 14 13 16 11 11 71 60 118.3   

大乗こども園 
１号 - - 1 7 2 1 11 10 110.0   

２･３号 2 10 4 9 6 12 43 50 86.0   

賀茂川こども園 
１号 - - - 3 2 5 10 10 100.0   

２･３号 6 6 13 20 13 19 77 80 96.3   

明星こども園 
１号 - - - 2 2 0 4 10 40.0   

２･３号 5 10 9 11 8 12 55 50 110.0   

忠海東部こども園 
１号 - - - 0 1 1 2 5 40.0   

２･３号 2 5 3 9 5 11 35 30 116.7   

認定こども園計 ③ 

１号 2 84 86 110 78.2   

２･３号 108 173 281 270 104.1   

計 110 257 367 380 96.6 54.1 

合計 （①+②+③） 188 490 678 905 － 100.0 

※1 市全体の０～５歳の子どもの数（908 人）に対する保育所・幼稚園・認定こども園の園児数の割合は７５％ 

※2 教育・保育を利用する子どもについて３つの認定区分を設けています。 

１号認定：教育標準時間認定・満３歳以上⇒幼稚園，認定こども園 

２号認定：保育認定・満３歳以上⇒保育所，認定こども園 

３号認定：保育認定・満３歳未満⇒保育所，認定こども園 

※3 利用定員は,利用人数に応じた基準を満たしていることを前提に,超えても受入れられます。 
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⑷ 保育所の現状と課題 
 

保育所・認定こども園（２号・３号）への入所希望は，共働き世帯の増加と，

就労形態の多様化等により，３歳未満児の入所率が年々高まっています。 

しかし,平成２８年において，園児数が２０人に満たない保育所が２園あります。 

また，保育ニーズの増加や多様化に伴って，保育所に求められる内容も複雑に

なっている中で，どのように子どもの健やかな育ちを支援していくかが課題とな

っています。 

 

 

 

※ 平成 27 年以降は，２号・３号認定の園児数。  
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⑸ 幼稚園の現状と課題 
 

幼稚園の園児数については，就学前子どもの数の減少や,保育ニーズの変化に伴

って減少傾向にあります。 

市立竹原西幼稚園においては，平成２８年度の園児数は４５人で,５年前に比べ

て３１名（４１％）の減少となっており,幼稚園の園児数が,全体的に減少傾向に 

あることを踏まえると,今後,同年齢の園児との集団生活を通して,社会性を育むこ

とが,難しい状況になってくると考えられます。 

 

 

※ 平成 27 年以降は，１号認定の園児数。  
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⑹ 施設の老朽化への対応 
 

公立施設は，昭和４０年から昭和５０年代に,建築された施設が多く,老朽化への

対応が,喫緊の課題となっています。 

新耐震基準（昭和５６年）で建築されている施設は，７施設のうち２施設で,耐

震診断は，年数や建造物の構造などを考慮して，優先順位が高い施設から行ってい

ますが，耐震診断の結果を踏まえた,耐震補強等の改修工事の必要があります。 

 
表２ 各保育所・幼稚園等の施設（建築物）の現状  

施設名称 
種
別 

事業開始 
（年） 

建築物の構造 
延床面積 

(㎡) 
敷地面積
 (㎡) 

建築年 耐震診断状況※ 

吉名保育所  公 昭和38 鉄筋コン２階建 791 2,411 昭和60 新耐震基準で建築 

大井保育所  公 昭和28 木造平屋建 224 595 平成７ 新耐震基準で建築 

竹原西保育所  公
  

昭和49 鉄筋コン２階建 920 2,820 昭和49 第２次診断結果 

園舎：Is値0.35 ｑ値1.18 

（倒壊･崩壊の危険性がある） 

遊戯室：Is値0.20 ｑ値0.80 

（倒壊･崩壊の危険性が高い） 

竹原保育所  公
  

昭和23 鉄筋コン２階建 825 1,886 昭和55 第２次診断結果 

園舎：Is値0.45 ｑ値1.14 

（倒壊･崩壊の危険性がある） 

遊戯室：Is値0.61 ｑ値1.18 

（倒壊･崩壊の危険性が低い） 

中通保育所  公 昭和28 鉄骨造平屋建 520 1,206 昭和47  

東野保育所  公
  

昭和34 鉄筋コン２階建 550 1,393 昭和54 第２次診断結果 

園舎：Is値0.96 ｑ値3.52 

（倒壊･崩壊の危険性が低い） 

竹原西幼稚園  公 昭和25 鉄骨造平屋建 520 2,765 昭和42 （優先度調査済：優先度３） 

聖愛幼稚園  私 明治43 木造平屋建 403 891 昭和38  

中央こども園  私 昭和29 
(平成26) 

鉄骨造２階建 906 1,051 平成26 新耐震基準で建築 

大乗こども園  私 昭和54 
(平成27) 

鉄骨造平屋建 598 1,545 平成27 新耐震基準で建築 

賀茂川こども園  私 昭和37 
(平成27) 

鉄骨造２階建 788 2,351 平成11 新耐震基準で建築 

明星こども園  私 昭和23 
(平成27) 

鉄筋コン２階建 627 1,568 昭和58 新耐震基準で建築 

忠海東部こども園 私 平成15 
(平成27) 

鉄骨造平屋建 614 2,907 昭和44  

※【耐震診断に関する用語説明】  
新耐震基準：昭和56年の新耐震基準施行後に建築されたものは、概ね現行の耐震性能を有するとされる。  

それ以前に建築されたものについては、耐震性能の確認が必要とされている。  
優先度調査：耐震診断を実施する優先度を検討するため、文部科学省が定めた簡易な調査で、  

優先度の高いものから順に１〜５までランク付けをする。  
第２次診断：柱・壁・コンクリート強度・鉄筋量等から建物の強さと粘りを推定する診断方法。  
Is値：    ［構造耐震指標］構造物の耐震性能(地震に対する安全性)を数値化したもので、  

数値が大きいほど耐震性能が高い。  
国土交通省告示第184号によれば、第二次診断により算定した値が  
Is値0.6以上の場合は、地震の震動及び衝撃に対して、倒壊または崩壊する危険性が低いとされ、  
Is値0.3以上0.6未満は、地震の震動及び衝撃に対して、倒壊または崩壊する危険性があるとされ、  
Is値0.3未満は、地震の震動及び衝撃に対して、倒壊または崩壊する危険性が高いとされる。  
なお、学校施設については、Is値0.7以上が目標値とされる。  

ｑ値：    ［保有水平耐力に係る指標］地震による水平方向の力に対して建物が対応する強さを表すもので、数値が大きい
ほど良く1.0以上が目標値とされる。  
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⑺ 保育サービス 
 

市内の保育所は，生後６ヶ月から園児を受け入れており，１９時までの延長保育

を土曜日も含めて行っています。 

幼稚園では，３歳児からの３年保育を実施しており，私立では１７時までの預か

り保育も行っています。 

認定こども園では，１号認定子どもと，２号認定子どもが，基本的に同じクラス

で，教育・保育を実施しており，３号認定子どもは，４園において生後２ヶ月から，

残り１園は生後６ヶ月から園児を受け入れ，全ての園で一時預かり及び１９時まで

の，延長保育を土曜日も含めて行っています。 

 

 

表３ 各保育所・幼稚園等の保育サービスの現状 
  

施設名称 
種 
別 

受け入れ年齢 
受け入れ時間 

（平日・土曜共通・延長含む） 
一時 
保育 

障害児 
保 育 

吉名保育所 公 ６ヶ月～ 7：30～19：00   ○ 

大井保育所 公 ６ヶ月～ 7：30～19：00 ○ ○ 

竹原西保育所 公 ６ヶ月～ 7：30～19：00   ○ 

竹原保育所 公 ６ヶ月～ 7：30～19：00   ○ 

中通保育所 公 ６ヶ月～ 7：30～19：00   ○ 

東野保育所 公 ６ヶ月～ 7：30～19：00 ○ ○ 

      
施設名称 

種 
別 

受け入れ年齢 
受け入れ時間 

（預かり・延長保育含む） 
一時 
預かり 

特別支 
援教育 

竹原西幼稚園 公 ３歳児 平日 9：00～14：00   ○ 

聖愛幼稚園 私 ３歳児 平日 8：00～17：00 ○ ○ 

      

施設名称 
種 
別 

受け入れ年齢 
受け入れ時間 

（預かり・延長保育含む） 
一時 
預かり 

特別支 
援教育 

中央こども園 私 
１号 満３歳児～ 
２・３号 ６ヶ月～ 

１号 平日 7：30～18：00 
    土曜 8：00～18：00 
２・３号   7：30～19：00 

○ ○ 

大乗こども園 私 
１号 満３歳児～ 
２・３号 ２ヶ月～ 

１号 平日 8：30～13：30 
２・３号   7：00～19：00 

○ ○ 

賀茂川こども園 私 
１号 満３歳児～ 
２・３号 ２ヶ月～ 

１号 平日 8：30～13：30 
２・３号   7：30～19：00 

○ ○ 

明星こども園 私 
１号 満３歳児～ 
２・３号 ２ヶ月～ 

１号 平日 8：30～13：30 
２・３号   7：00～19：00 

○ ○ 

忠海東部こども園 私 
１号 満３歳児～ 
２・３号 ２ヶ月～ 

１号 平日 8：30～13：30 
２・３号   7：00～19：00 

○ ○ 
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⑻ 地域別園児数 
  

各保育所，幼稚園，認定こども園の，園児の小学校区別の構成割合を見ると，吉

名保育所，大井保育所，竹原西保育所は，その地域の同じ小学校区の園児が，ほと

んどの割合を占めています。 

また，竹原保育所，中通保育所，竹原西幼稚園は，その地域の同じ中学校区の園

児が，ほとんどの割合を占めています。 

一方，中央こども園，大乗こども園，賀茂川こども園は，さまざまな小学校区か

ら，通園していることが分かります。 

平成２５年度に，市内の保護者を対象とした調査の結果から，「教育・保育サー

ビスの選択理由」として，７８．６％の保護者が「住まいに近い」を選択され，次

に「保育時間が利用しやすい」が２８．２％となっています。 
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図６ 各保育所・幼稚園等の地域別児童数（H28.7.1） 

吉名小学校区 

竹原西小学校区 

竹原小学校区 

中通小学校区 

東野小学校区 

荘野小学校区 

仁賀小学校区 

大乗小学校区 

忠海小学校区 

市外 



 

10 

⑼ 教育・保育のニーズ 
 

核家族化や就労形態の多様化など，子どもを取り巻く環境は大きく変化しており，

これにより，就学前教育・保育に対するニーズも増加，多様化しています。 

このような中，０歳児から２歳児までの入所率は，近年増加しており，平成２２

年と平成２８年を比較すると，２２．１％から３７．１％に１５ポイント上昇して

います。また，０歳児については，育児休暇明け後の入所ニーズが高く，年度中途

に増加し，今後も，３歳児未満の入所率は上昇すると見込まれます。 

３歳児から５歳児については，保育所・幼稚園・認定こども園のいずれかの施設

にほぼ入所しており，幼稚園児が減少する一方，保育所ニーズが増加しています。

今後も入所率は，大きく変動する可能性が低いことから，就学前子ども数の減少と

ともに，入所する子どもの数は，減少していくことが予想されます。 
 

 

 

  
※認定こども園の園児は，１号認定子どもは幼稚園へ２・３号認定子どもは保育所にカウントしている。 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

図７ 保育所・幼稚園等の園児数 
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図８  ０歳～２歳の 園児数・入所率 
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３ 就学前教育・保育の今後の方向性 

⑴ 基本的な考え方 
 

０歳から就学前までの乳幼児期は，子どもの健全な心身の発達を図りつつ，生涯

にわたる人格形成の基盤を培う重要な時期です。子どもたちはこの時期に，生活や

遊びといった直接的・具体的な体験を通して，人とかかわる力や思考力，感性や表

現する力などを育み，社会とかかわる人として，よりよく生きるための基礎を培っ

ていきます。 

子どもを取り巻く環境が変化する中，本市においても，幼稚園の園児数が減少す

る一方で，保育所へのニーズは高いことや，保護者の就労形態が多様化しているこ

とから，幼稚園・保育所の枠組み及び保護者の就労の有無など，家庭状況の違いを

超えて対応することが求められています。また，核家族化の進行などにより，地域

でのつながりが希薄になってきており，保護者の子育てに対する不安を和らげ，喜

びや生きがいを持って，乳幼児のよりよい育ちを実現するために，更なる子育て支

援が必要となっています。 

このような現状を踏まえ，保護者や子どもの視点に立った，教育・保育の実施，

地域全体で保護者の子育てを総合的に支援する体制づくりが求められています。 

本市では，子どもの健やかな成長を第一に考え，子どもに対する質の高い教育・

保育の提供を行うとともに，保護者や地域の子育て力の向上に向けた，支援を推進

するため，これまで培ってきた教育・保育のノウハウを最大限に活かしながら，幼

稚園・保育所関係者で，互いの良さを十分に活かした施設や制度のあり方を検討し，

幼保一体化を推進します。 

 

⑵ 目指す子どもの姿 
 

すべての子どもたちが，かけがえのない存在として尊重され，安全で情緒の安定

した生活ができる環境を整え，一人ひとりの発達段階や特性に応じた教育・保育を

提供するため，就学前教育・保育共通カリキュラムを策定し，「目指す子どもの姿」

に向け，就学前教育・保育施設において，教育・保育を実施していきます。 

 

  ◆ 就学前教育・保育の目標 

    「夢をもち 心豊かにたくましく生きる子どもの育成」 

 

◆ 目指す子どもの姿 

げんきな子 進んで体を動かし遊ぶ 

やさしい子 身近な人や動植物に愛情をもつ 

がんばる子 何事も意欲的に活動する 

 

  



 

12 

⑶ 推進施策 
 

① 質の高い教育・保育の総合的な提供 

公立の幼稚園・保育所を「認定こども園」として一体化し，子どもたちが保護

者の就労等に関係なく入園でき，遊びなどを通じて育ち合い，学び合い，仲間づ

くりの面など，それぞれの年齢に応じた適切な規模での，教育・保育ができる環

境を整備します。 

現在の幼稚園・保育所のカリキュラムについて，乳幼児期の発達段階に応じた

保育内容や指導方法，小学校との円滑な接続の観点から，認定こども園教育・保

育要領に沿った，新たなカリキュラムを策定するなど，内容の一層の充実を図り

ます。また，幼稚園と保育所間の人事交流や合同研修等についても，実施してい

きます。 

 

② 子育て支援の充実 

本市では，妊娠期から子育て期にわたるまで，切れ目のない支援を行うため，

たけはらっこネウボラ（子育て世代包括支援センター）を始め，保健センターや

家庭児童相談室，市内３か所ある地域子育て支援センター等で，子育てに関わる

相談等の支援を行っています。また，全ての保育所・幼稚園において，未就園児

の子育て支援活動として，園庭開放や育児サークル等の取組を行っていますが，

少子化や核家族化の進行，地域コミュニティの希薄化のなか，特に，在宅で子育

てを行っている家庭の中には，孤立化し不安を抱えてしまうなど，支援を必要と

するケースも多くなってきていることから，就学前教育・保育施設への通園をし

ていなくても，子育てについて，より身近で相談できる環境を整備し，子育て支

援の一層の充実を図ります。 

 

③ 小学校教育との円滑な接続 

小学校入学後も，就学前に培った力が活かされるためには，保幼小の連携が不

可欠です。子どもたちは，いろいろな物に触ったり，聴いたり，見たりと，五感

を使って主体的に遊ぶことを通して「ひと・もの・こと」に関わり，様々なこと

を学びます。このような就学前の学びの体験を小学校教育につなぐよう，就学前

の期間における取組と小学校との連続性，連携，交流について更なる取組みを図

ります。 
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４ 公立就学前教育・保育施設のあり方 

⑴ 基本的な考え方 
 

① 教育・保育と子育て支援サービスの提供 

就学前施設は，子どもが長い時間を過ごす大切な空間であるとともに，地域の

子育ての拠点でもあり，子どもたちが安全で安心して過ごすことができ，より良

好な環境で良質な教育・保育の提供が受けられるように，計画的に施設整備を行

います。 

 

② 施設の適正規模と適正配置 

再整備する施設の設置位置や定員，提供するサービス等については，集団教育

や集団保育の確保を基底に，子どもの数の推計や保護者のニーズ，地域の状況等

を踏まえて検討を行う中で，中学校区ごとに教育・保育の供給体制の確保を図る

ため，適正な規模の施設を配置します。 

なお，小規模の園については，園児数の推移を見ながら，保育所の最低基準で

ある，定員２０人を超えることが困難と見込まれる場合，統合の検討を始めます。 

 

③ 幼保一体化の推進 

質の高い教育に対するニーズが高まり，各家庭において多様な生活スタイルが

増えている中で，保護者の就労の有無にかかわらず施設を利用でき，保育時間も

柔軟に選択できる，就学前の教育・保育と地域の子育て支援を，一体的に行う認

定こども園の整備に取り組みます。 

 

⑵ 規模と配置の考え方 
 

① 竹原中学校区 

ア 区域内には老朽化した施設も多く，園児数が減少していることから，竹原保

育所，竹原西保育所，大井保育所，中通保育所，竹原西幼稚園の公立５園の規

模と配置の再編を検討します。 

イ 施設改修費が低いと試算している竹原保育所を当面存続することとし，竹原

西保育所，中通保育所，竹原西幼稚園を統合して公立認定こども園を新設しま

す。  

ウ 統合する新施設は，「竹原市幼児教育・保育のあり方検討委員会」の答申に

おいて，９０人までが望ましい適正規模とされていますが，待機園児の発生を

防止する等の観点から，余裕を持った１２０人の施設規模とします。 

エ 新施設整備後は，区域内の園児数の推移を見ながら，私立施設と新施設への

通園や受け入れができると見込まれる時期に，順次，区域内の公立施設は新施

設に統合していきます。 
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② 賀茂川中学校区 

東野保育所は，今後の園児数の動向等を踏まえ，再編を検討します。 

 

③ 吉名中学校区 

吉名保育所は，将来的に一定規模の園児数が見込まれ，新耐震基準で建築され

ているため，現状を維持し，認定こども園へ移行します。 

 

④ 忠海中学校区 

私立の施設で担っており，今後の園児数の動向等を踏まえ，運営のあり方につ

いて，運営団体と協議していきます。 

 

⑤ その他 

休園中の施設については，閉園を検討します。 

 

５ 就学前教育・保育の推進に向けて 

質の高い就学前教育・保育の提供や子ども・子育て支援事業の実施においては，

福祉や保健，医療，教育など幅広い分野に関わっていることから，庁内関係部署の

みならず，民間施設や医療機関，他の行政機関などとの連携を行いながら，円滑な

事業推進に努めます。 

特に，私立の就学前施設は，法人設立の精神や理念を尊重しながら，本市の教育・

保育水準の向上や多様なサービスの提供に努めています。園児数は公立を上回り，

本市の就学前教育・保育を支える大きな役割を担っていることから，私立施設とよ

り一層連携を密にし，共に教育・保育の質の向上を目指し，本市全体の就学前教育・

保育の充実を図ります。 

今後の事業推進については，就学前教育・保育施設の園児の保護者をはじめ，地

域住民のみなさまへ情報を提供するとともに，ご意見をいただきながら，進めてま

いります。 

 


